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 日中活動系（生活介護、自立訓練等、就労移行、就労継続支援、就労定着支援、就労選択

支援） 

 

① 生活介護 

 

【事業内容】 

地域や入所施設で、安定した生活を営むため、常時介護等の支援が必要な障がい者（障がい

支援区分３以上（５０歳以上は障がい支援区分２以上））に対し、主に昼間に入浴、排せつ及び食

事等の介護、調理、洗濯及び掃除等の家事、生活等に関する相談及び助言その他の必要な日常

生活上の支援、創作的活動または生産活動の機会の提供その他の身体的機能または生活能力

の向上のために必要な援助を行います。 

 

【利用状況及び計画値】 

第６期中の実績は、利用が増減していますが、障がい者本人や介護者の高齢化により、増加傾

向にあります。 

第７期においては、近年の実績や老齢人口の増加などにより、ゆるやかな利用増を見込みます。 

 

  

単位：人日/月

計画

年度 H30 R1 R2 R3 R4
R5

(見込)
R6 R7 R8

計画値 9,702 9,702 9,799 9,323 9,404 9,486 9,540 9,577 9,614

実績 9,116 9,163 9,274 9,509 9,294 9,504

対前年比 101% 101% 101% 103% 98%

年間利用者数 522 520 528 529 542 550 556 558 561

第５期計画 第６期計画 第７期計画
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② 自立訓練（機能訓練） 

 

【事業内容】 

地域生活を営むうえで、身体機能・生活能力の維持・向上等の支援が必要な身体障がい者や

難病等対象者が、障がい者支援施設や障がい福祉サービス事業所に通所すること、または居宅を

訪問することにより理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーション、生活等に関する相談、助

言等必要な支援を行います。 

 

【利用状況及び計画値】 

第６期中の実績は、新規利用者が増加したことから、計画値を上回っています。 

第７期においては、今後も理学療法、作業療法やリハビリテーションによる機能回復の利用ニー

ズが増加することから、利用がゆるやかに増加すると見込みます。 

一方で、市内サービス提供事業所は１か所しかないことから、サービス提供体制の確保が求め

られます。 

 
  

単位：人日/月

計画

年度 H30 R1 R2 R3 R4
R5

(見込)
R6 R7 R8

計画値 60 60 60 40 40 40 78 83 88

実績 51 36 21 66 68 73

対前年比 51% 71% 58% 314% 103%

年間利用者数 10 8 7 7 6 6 7 7 8

第５期計画 第６期計画 第７期計画
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③ 自立訓練（生活訓練） 

 

【事業内容】 

地域生活を営むうえで、生活能力の維持・向上等の支援が必要な知的障がい者、精神障がい

者が、障がい者支援施設や障がい福祉サービス事業所に通所すること等により入浴、排せつ、食

事等に関する自立した日常生活を営むために必要な訓練、生活等に関する相談、助言等を行いま

す。 

 

【利用状況及び計画値】 

第６期中の実績は、サービス提供事業所の廃止・休止などにより、計画値を下回っています。 

第７期においては、近年の実績に加えて、地域移行を推進するためにも、今後利用はゆるやかな

増加を見込みます。 

 
  

単位：人日/月

計画

年度 H30 R1 R2 R3 R4
R5

(見込)
R6 R7 R8

計画値 418 381 381 460 460 460 210 220 230

実績 441 460 548 413 241 200

対前年比 91% 104% 119% 75% 58%

年間利用者数 56 51 57 51 25 17 22 23 24

第５期計画 第６期計画 第７期計画
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33 
 

④ 就労移行支援 

 

【事業内容】 

就労を希望し、単独での就労が困難で就労に必要な知識、技術の習得や就労先の紹介等の

支援が必要な６５歳未満の障がい者で、通常の事業所に雇用が見込まれる者に生産活動、職場

体験等の活動の機会の提供や、そのために必要な訓練、求職活動支援、職場開拓、就職後に必

要な支援を行います。利用期限は、原則２年間です。 

 

【利用状況及び計画値】 

第６期中の実績は、サービス提供事業所の廃止・休止などにより、計画値を下回っています。 

第７期においては、就労アセスメントや、一般就労へ向けた取組の社会的ニーズの高まりから、

減少傾向には歯止めがかかり、利用はゆるやかな増加を見込みます。 

 
  

単位：人日/月

計画

年度 H30 R1 R2 R3 R4
R5

(見込)
R6 R7 R8

計画値 788 796 796 612 612 612 345 360 380

実績 755 681 527 423 387 330

対前年比 96% 90% 77% 80% 91%

年間利用者数 86 77 67 65 57 45 51 53 56

第５期計画 第６期計画 第７期計画
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⑤ 就労継続支援 A型 

 

【事業内容】 

企業等に就労することが困難な障がい者のうち、雇用契約に基づき、継続的に就労することが

可能な６５歳未満の者に対し、生産活動等の機会の提供その他の就労に必要な知識及び能力の

向上のために、必要な訓練等の支援を行います。 

 

【利用状況及び計画値】 

第６期中の実績は、令和４年度に減少したものの、それ以降ほぼ計画値どおりとなっており、横

ばい傾向にあります。 

第７期においては、令和５年度からサービス提供事業所が増加したことから、今後はゆるやかな

増加を見込みます。 

なお、「出雲市障がい者就労支援施設等からの物品等の調達方針」に基づき、物品やサービス

の調達に際しては、当該施設からの優先的な購入等に努めます。 

 
  

単位：人日/月

計画

年度 H30 R1 R2 R3 R4
R5

(見込)
R6 R7 R8

計画値 1,183 1,194 1,206 1,119 1,130 1,141 1,090 1,115 1,140

実績 1,049 1,098 1,087 1,014 874 1,056

対前年比 103% 105% 99% 93% 86%

年間利用者数 62 71 67 66 57 65 68 69 70

第５期計画 第６期計画 第７期計画
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⑥ 就労継続支援 B型 

 

【事業内容】 

就労移行支援事業等を利用したが一般企業等の雇用に結びつかない者や一定年齢に達して

いる者等で、就労の機会等を通じ、生産活動にかかる知識及び能力の向上や維持が期待される

者に対し、必要な訓練その他必要な支援を行います。 

 

【利用状況及び計画値】 

第６期中の実績は、令和３年度に減少したものの、その後、サービス提供事業所の増加に伴い、

増加傾向にあります。 

第７期においては、近年の実績から、引き続き利用ニーズの高まりから、利用増を見込みます。 

なお、障がい者の経済的自立のため、工賃向上に向けた取組も支援するとともに、「出雲市障

がい者就労支援施設等からの物品等の調達方針」に基づき、物品やサービスの調達に際しては、

当該施設からの優先的な購入等に努めます。 

 
  

単位：人日/月

計画

年度 H30 R1 R2 R3 R4
R5

(見込)
R6 R7 R8

計画値 8,519 8,690 8,863 9,717 10,097 10,492 9,967 10,137 10,309

実績 8,627 8,999 9,104 8,410 8,813 8,654

対前年比 105% 104% 101% 92% 105%

年間利用者数 612 639 672 759 822 790 809 837 866

第５期計画 第６期計画 第７期計画
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⑦ 就労定着支援 

 

【事業内容】 

平成３０年度（２０１８）から新設されたサービスで、就労移行支援等の利用を経て一般就労へ

移行した障がい者で、就労にともなう環境変化により生活面の課題が生じている者に対し、事業

所、家族との連絡調整等の支援を一定期間（原則３年間）行います。 

 

【利用状況及び計画値】 

第６期中の実績は、後半には計画値を上回っており、増加傾向にあります。 

第７期においては、福祉就労から一般就労への移行を支援するためにも、利用増を見込みます。 

 

 
  

単位：人/月

計画

年度 H30 R1 R2 R3 R4
R5

(見込)
R6 R7 R8

計画値 15 20 20 18 18 19 27 33 39

実績 3 10 14 15 19 23

年間利用者数 8 15 17 22 27 32 38 46 55

第５期計画 第６期計画 第７期計画
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⑧ 就労選択支援 

 

【事業内容】 

障がい者本人が就労先・働き方についてより良い選択ができるよう、就労アセスメントの手法を

活用して、本人の希望、就労能力や適性等に合った選択の支援を行います。 

 

【利用状況及び計画値】 

第７期において、令和７年度中にサービス提供開始予定で、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、

Ｂ型を新規に始められる際に利用されるサービスとして計画値を見込み、その後はゆるやかな増

加を見込みます。 

 
  

単位：人日/月

計画

年度 H30 R1 R2 R3 R4
R5

(見込)
R6 R7 R8

計画値 ― ― ― ― ― ― ― 1,800 2,000

実績 ― ― ― ― ― ―

年間利用者数 ― ― ― ― ― ― ― 180 200

第５期計画 第６期計画 第７期計画
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2.  
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

H30 R1 R2 R3 R4
R5

R6 R7 R8

2 2 2 2 2 2 2 2 2

1 1 1 0 0 2

46 30 35 0 0 30 30 30 30



 

48 
 

 相談支援事業 

 

【事業内容】 

市内９事業所においては、障がい者に対する虐待の防止及びその早期発見のための関係機関

との連絡調整、その他の障がい者の権利擁護のために必要な支援を市が委託して行っています。

この９事業所には、賃貸契約による一般住宅への入居が困難な障がい者に対する住宅入居支援

事業についても委託しています。 

また、障がい者やその保護者または介護者からの相談支援の中核的役割を担う機関として、特

に専門的な知識を要する困難ケース等への対応や地域の相談支援事業所への助言、相談等を行

い、相談支援の機能強化を図ることが期待できる２事業所に対し、相談支援機能強化業務を委託

しています。 

 

【利用状況及び計画値】 

相談件数は、令和２年度（２０２０）は、４９，０９０件、令和３年度（２０２１）は、４５，０９１件、令和４

年度（２０２２）は、３９，０７１件でした。主な相談内容は「障がい福祉サービスの利用等に関するも

の」が最も多く、次いで「健康医療に関するもの」「不安の解消・情緒安定に関するもの」となって

います。 

第７期においては、現行の相談支援体制について、検証・評価を行い、機能強化事業所・委託相

談支援事業・それ以外の相談支援事業所のそれぞれの役割を明確にした上で、地域の相談支援

体制の強化に努めます。 

 
  

単位：箇所/年

計画

年度 H30 R1 R2 R3 R4
R5

(見込)
R6 R7 R8

計画値 9 9 9 9 9 9 9 9 9

実績 9 9 9 9 9 9

第５期計画 第６期計画 第７期計画
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 成年後見制度 

 

知的障がいや精神障がいなどの理由で判断能力が十分でない場合、医療や福祉サービスを

利用するための手続きや契約を結んだり、預貯金や不動産などの財産管理をしたりすることが難

しい場合があります。また、悪質商法や詐欺などの被害にあう恐れもあります。このような場合にお

いて、障がい者が不利益を受けないように保護し、支援するのが成年後見制度です。 

本市では、制度が始まった平成１２年（２０００）当初から制度の利用促進に積極的に取り組み、

「出雲成年後見センター」と市社会福祉協議会（いずも権利擁護センター）と連携し、成年後見制

度の利用促進に努めています。また、平成２９年（２０１７）３月に閣議決定された成年後見制度利

用促進基本計画に基づき、制度利用者がその人らしく、安心して地域生活を送ることができるよう、

制度の運用や地域連携ネットワークづくりに一層努めます。 

 

① 成年後見制度利用支援事業 

【事業内容】 

成年後見制度の利用が望ましい者で、親族がいない場合や親族からの成年後見申立て手続き

が期待できない場合は、本人保護のため、市長による申立てを行います。この場合、本人の所得に

応じて、申立て費用を市が負担します。また、家庭裁判所が成年後見人、保佐人、補助人（以下

「成年後見人等」という。）を選任した後に、成年後見人等に対する報酬の支払いが困難な場合は

市が助成し、本人の財産や生活を守ることができるよう支援しています。 

 

【利用状況及び計画値】 

第６期中の実績は、市長申立て、報酬助成ともには計画値を若干下回っています。 

第７期においては、近年の実績から、横ばいになると見込みます。 

また、成年後見人等が適切な活動を行うことで、本人の生活を守ることができるよう、成年後見

センター、市社会福祉協議会、障がい福祉サービス事業所、入所施設等とのネットワークづくりを

進め、さらに連携を強化していきます。 

 

 

  

単位：件/年

計画

年度 H30 R1 R2 R3 R4
R5

(見込)
R6 R7 R8

計画値 3 3 3 3 3 3 3 3 3

実績 4 3 3 0 1 2

第５期計画 第６期計画 第７期計画

（市長申立て）

単位：件/年

計画

年度 H30 R1 R2 R3 R4
R5

(見込)
R6 R7 R8

計画値 4 4 4 8 8 8 8 8 8

実績 9 8 5 7 6 7

第５期計画 第６期計画 第７期計画

（報酬助成）
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② 成年後見制度法人後見支援事業 

 

【事業内容、利用状況及び計画】 

権利擁護支援の必要なケースが多様化する中、個人の後見人等では対応が困難な場合があ

ることから、個人後見の他に社会福祉法人、社団法人、NPO などの法人が成年後見人等となり、

判断能力が十分でない方を支援する「法人後見」があります。本市では、市社会福祉協議会が法

人後見を実施しています。 

法人後見には、被後見人が比較的若年である場合などに長期的（継続的）に後見業務が行え

ることや、複数の分野の担当者で対応することにより専門的支援を行うことができるというメリット

があります。組織として被後見人に寄り添うことができるよう、引き続き法人後見の取組を支援し、

普及と啓発に努めます。 

 

③ 市民後見推進事業 

 

【事業内容、利用状況及び計画】 

成年後見制度が始まった当初は、本人の親族が成年後見人等になることがほとんどでしたが、

全国においては、平成２４年（２０１２）に親族以外の第三者が後見人（第三者後見人）に選任され

る件数が全体の半数を超え、令和４年 （２０２２）には第三者後見人が全体の約８１％となっていま

す。 

本市においても、第三者後見人の必要性がさらに増えることが予想される中、「市民後見人」の

養成を行い、平成３０年（２０１８）に２名、令和５年（２０２３）に１名の市民後見人が誕生しました。 

また、令和５年度に新たな市民後見人の養成のための研修を実施しました。第７期においても、

関係機関の協力のもと市民後見人バンク登録者の活動を引き続き支援します。 
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 意思疎通支援事業 

 

【事業内容】 

ろう者、難聴者、中途失聴者など聴覚障がい者の社会参加促進を図ることを目的として、手話

通訳者及び要約筆記者等の派遣事業を行うとともに、意思疎通支援者の養成を目的として、手話

奉仕員養成講座（入門編・基礎編）を隔年で実施しています。 

 

【利用状況及び計画値】 

第６期中の実績は、手話通訳等登録者数、派遣事業実利用者数及び手話奉仕員新規登録者

数は、いずれも計画値を下回っています。 

第７期においては、手話通訳等登録者数について、新規登録者が見込まれることから、増加を

見込みます。派遣事業実利用者数については、近年利用者が固定化の傾向にあるため、横ばいに

なると見込みます。 

また、手話普及推進条例に基づき、県とともに手話通訳者や要約筆記者等の人材確保に努め

ていきます。 

 
 

 
 

 

単位：人/年

計画

年度 H30 R1 R2 R3 R4
R5

(見込)
R6 R7 R8

計画値 150 150 150 177 178 195 175 190 190

実績 148 164 155 165 163 175

対前年比 99% 111% 95% 106% 99%

第５期計画 第６期計画 第７期計画

（手話通訳登録者数）

単位：人/年

計画

年度 H30 R1 R2 R3 R4
R5

(見込)
R6 R7 R8

計画値 50 50 50 45 45 45 45 45 45

実績 44 41 37 40 41 43

対前年比 105% 93% 90% 108% 103%

第５期計画 第６期計画 第７期計画

（派遣事業実利用者数）

単位：人/年

計画

年度 H30 R1 R2 R3 R4
R5

(見込)
R6 R7 R8

計画値 ― 20 ― 16 ― 17 ― 15 ―

実績 ― 16 ― 10 ― 12

対前年比 ― 133% ― 83% ―

第５期計画 第６期計画 第７期計画

（手話奉仕員新規登録者数）
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 日常生活用具給付事業 

 

【事業内容】 

日常生活を営むことに支障がある障がい者に対し、日常生活用具及び住宅改修費を給付しま

す。 

 

【利用状況及び計画値】 

第６期中の実績はおおむね計画値どおりとなっています。給付件数の約８割が排泄管理支援用

具（ストーマ装具等）で、増減はありますが、ゆるやかな増加傾向です。また、給付種目については、

要望を把握し、平成３０年度（２０１８）は人工内耳用バッテリーユニット、令和元年度（２０１９）はタ

ブレット端末、令和３年度（２０２１）には排痰補助装置のリース料を追加しました。 

第７期においては、近年の実績により、ゆるやかな利用増を見込みます。給付にあたっては、用具

の要望等を的確に把握し、給付品目等の見直しを随時検討していきます。 

  

単位：件/年

計画

年度 H30 R1 R2 R3 R4
R5

(見込)
R6 R7 R8

計画値 860 866 872 848 854 860 864 866 868

実績 875 836 875 846 863 861

対前年比 105% 96% 105% 97% 102%

第５期計画 第６期計画 第７期計画
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 移動支援事業 

 

【事業内容】 

屋外での移動が困難な障がい者に対して、通勤・通学、障がい福祉サービスの利用に係る送迎

や余暇活動等社会参加に係る外出の支援を行っています。本市では、地域生活支援事業開始の

平成１８年（２００６）１０月から通勤・通学での利用を積極的に推進してきました。 

さらに、平成２９年（２０１７）７月からは幼児の円滑な通学支援のため特別支援学校幼稚部の

通学も対象としました。また、障がい者一人に対する個別移動支援のほか、複数の障がい者に対

する集団移動支援も実施しています。 

 

【利用状況及び計画値】 

第６期中の実績は、コロナウィルス感染拡大の影響もあり、利用件数が減少したことにより計画

値を下回る一方で、ゆるやかな増加傾向にあります。 

利用者の内訳をみると全体の３０％弱が児童となっており、近年この傾向が続いています。 

登校時の利用において、利用時間帯の重複があり、利用したい時間に利用できないことが課題

となっています。サービス提供事業所と連携しながら、効率的な運用に向けた取組が必要です。 

第７期においては、引き続き利用ニーズは高いことから、ゆるやかな利用増を見込みます。 

 
  

単位：時間/年

計画

年度 H30 R1 R2 R3 R4
R5

(見込)
R6 R7 R8

計画値 23,214 23,214 23,214 22,040 22,260 22,480 21,229 22,333 23,494

実績 22,124 22,054 17,334 18,678 19,183 20,180

対前年比 96% 100% 79% 108% 103%

第５期計画 第６期計画 第７期計画
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 地域活動支援センター 

 

障がい者の通所を通して、創作的活動または生産活動の機会の提供、社会との交流の促進等

の便宜を供与することにより、障がい者の地域生活支援の促進を図ることを目的として事業を実

施しています。 

 

① 障がい者生活介護型 

 

【事業内容】 

利用対象者は、施設入所者のうち障がい支援区分３（５０歳以上は障がい支援区分２）、施設入

所者以外では障がい支援区分２（５０歳以上は障がい支援区分１）以下と認定された身体障がい

者、知的障がい者、難病患者等で、機能訓練や社会適応訓練等が必要と認められる者に対し実

施する事業です。 

 

【利用状況及び計画値】 

第６期中の実績は、令和４年度には２名の利用となり、計画値を下回りました。 

第７期においては、近年の実績から、横ばいになると見込みます。 

 
 

② 精神障がい者通所型 

 

【事業内容】 

利用対象者は、機能訓練、社会適応訓練等が必要と認められる精神障がい者です。通所者に

対し、日常生活訓練や家事訓練等の訓練、会話、生活マナー等の社会適応訓練、創作的活動及

び生産活動、食事の提供を行います。 

 

【利用状況及び計画値】 

第６期中の実績は、ほぼ横ばいで推移しています。 

第７期についても、活動場所に変更はないことから、利用は横ばいになると見込みます。 

 

単位：人/年

計画

年度 H30 R1 R2 R3 R4
R5

(見込)
R6 R7 R8

計画値 5 5 5 4 4 4 2 2 2

実績 4 4 3 3 2 2

第５期計画 第６期計画 第７期計画

単位：人/年

計画

年度 H30 R1 R2 R3 R4
R5

(見込)
R6 R7 R8

計画値 210 210 210 237 237 237 160 160 160

実績 174 231 164 155 161 160

第５期計画 第６期計画 第７期計画
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③ 障がい者共同作業所移行型 

 

利用対象者は、社会的自立のための活動の場の提供が必要と認められる身体障がい者、知的

障がい者、精神障がい者、難病患者等です。利用対象者に対し創作的活動または生産的活動の

機会を提供し、社会的自立を図ることを目的としており、目的に合致する市内の事業所に補助金

を交付しています。 

 

【利用状況及び計画値】 

第６期中の実績は、ほぼ計画値どおりとなっています。 

第７期においては、直近の利用傾向が続くと考えられるため、利用は横ばいになると見込みます。 

 
 

  

単位：人/年

計画

年度 H30 R1 R2 R3 R4
R5

(見込)
R6 R7 R8

計画値 18 18 18 12 12 12 10 10 10

実績 14 12 12 12 10 10

第５期計画 第６期計画 第７期計画
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 訪問入浴事業 

 

【事業内容】 

身体障がい者及び難病患者等の身体の清潔の保持、心身機能の維持等を図ることを目的に、

居宅において入浴サービスを実施しています。 

 

【利用状況及び計画値】 

第６期計画中の実績は、利用者数が増加しており、計画値を上回っています。 

第７期においては、引き続き利用者のニーズが高いため、横ばいを見込みます。 

事業の実施にあたっては、看護師等の専門職の確保といったサービス提供事業所の体制整備

が課題です。 

 
  

単位：回/年

計画

年度 H30 R1 R2 R3 R4
R5

(見込)
R6 R7 R8

計画値 1,066 1,066 1,066 867 867 867 1,200 1,200 1,200

実績 872 892 1,132 1,243 1,179 1,203

対前年比 87% 102% 127% 110% 95%

年間利用者数 14 15 19 19 20 20 20 20 20

第５期計画 第６期計画 第７期計画
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 日中一時支援事業 

 

【事業内容】 

日中において監護する者がいないため、一時的に見守り等の支援が必要な障がい者に対し、日

中における活動の場を確保し、家族の一時的な負担軽減を図ることを目的とした事業です。 

 

【利用状況及び計画値】 

第６期中の実績は、計画では増加すると見込んでいたものの、計画値を下回りました。 

第７期においては、障がい者やサービス事業者等へのアンケート調査から今後の利用ニーズが

高いため、近年の実績からゆるやかな利用増を見込みます。 

一方で、サービス提供事業所の職員が不足している状況もあり、サービス提供体制の確保が求

められます。 

 

 
  

単位：時間/年

計画

年度 H30 R1 R2 R3 R4
R5

(見込)
R6 R7 R8

計画値 19,130 21,426 23,997 14,997 15,735 16,510 12,000 12,200 12,400

実績 15,348 13,623 13,797 13,115 12,469 11,854

対前年比 118% 89% 101% 95% 95%

年間利用者数 253 266 277 243 237 219 230 240 250

第５期計画 第６期計画 第７期計画
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